
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
2
№
15

0 2 0 1 0 8 0 1 0 4 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？
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施策15　男女平等と男女共同参画社会の実現

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【男女平等推進計画進行管理業務】
　男女平等推進計画の進行を管理するため、庁内における男女共同参画状況調査、庁内会議である男女平等推進会議による調査・検討及び国立市男女平等推進市民委員会による国立
市第四次男女平等推進計画の進捗状況の点検・評価を実施する。現計画は、平成18年度～27年度であり、次期計画策定に向けて、平成26年度に現計画の点検・評価、平成27年度に次
期計画策定を行う予定。

【男女平等推進セミナー開催業務】
　男女平等に関する市民や職員の理解と関心を高めるため、セミナーを実施する。年1～2回開催、1回2時間程度、会場は市役所会議室など。対象は市民及び職員。市報・ＨＰへの掲載、
チラシ配布などによる広報。ＮＰＯ等との共催実施もある。市単独実施とは別に、東京都や他市との共催セミナーも実施する場合がある。

【多摩３市男女共同参画推進共同研究会】
　東京都市長会の多摩・島しょ広域連携事業助成金を活用し、小金井市、狛江市、国立市の３市による共同研究会を立ち上げ、男女共同参画に関する研究やイベント、他市の視察等を行
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計画の項目

人口（4月1日）

計画の進捗度
セミナーにより男女平等・共同参画を意識、理解した人の割
合

市長室

松田　周平

所属課政策経営部

男女平等・人権・平和担
当

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 男女共同参画社会基本法
国立市男女平等推進市民委員会条例

法令根拠

S60

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係
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延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・男女平等推進セミナーの開催
・多摩３市男女共同参画推進共同研究会に参加し、「ワーク・ライフ・バランス」をテーマとしたイベントの実施や標語の募集などによる啓発活動、他市の視察による研究等

市民・事業者が、あらゆる分野で、男女共同参画が確保される

・次期男女平等推進計画の策定に向け、意識調査の実施、男女平等推進会議の開催、男女平等推進市民委員会の開催
・男女平等推進セミナーの開催
・多摩３市男女共同参画推進共同研究会に参加し、「人権（DV等）」をテーマとしたイベントの実施や標語の募集などによる啓発活動、他市の視察による研究等
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←実施計画上の重点施
策
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公
共
関
与
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① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

男女平等と男女共同参画の「社会」を目指す取り組みは、行政が積極的に行うべきものであり、市が策定した計
画の進行管理は市が中心となって行うべきものと考えるため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

男女平等推進計画の各項目について目標に向けて向上させる余地がある。
セミナーについては、市民ニーズを把握し、その時々の課題を的確にとらえたテーマを選択するなど多くの市民
が参加するような内容にしていくことで市民の男女平等・男女共同参画に対する意識啓発をより進めることがで
きる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
男女平等推進計画の進捗管理を的確に行い、男女共同参画社会の推進していく必要がある。また、男女共同参画社会について市民の意識を高揚さ
せ、考える機会を増やすためには、多くの市民にセミナーに参加していただくことが望ましく、市民ニーズにあったテーマを設定し開催していくことが求
められる。

事業実施にあたっては、必要最小限の事業費と人件費で対応していると考える。セミナーについては、できる限り垣根を取り除き参加しやすい方策を常
に考え実施していくことが求められていると考える。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最小限の事業費（報償費、役務費等）で実施している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

男女平等推進計画については、計画の進行管理を的確に行い、男女共
同参画社会の実現に向けて取り組んでいく必要がある。現計画も期間の
後半に入っており、次期計画を見据えた取り組みを行っていく必要があ
る。
セミナーについては、参加者を増加させ、男女共同参画社会の実現につ
いて多くの方に考えていただけるようにしていくことが求められる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

セミナーについては、男性の育児参加や出産後の女性の再就職などその時々の課題をテーマに開催してい
る。そのため、参加対象者を限定して開催する場合もあるが、特定の属性に偏らないように各回のテーマを設定
しているので、公平・校正と考える。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最小限の業務時間で実施していると考える。また、次期計画策定にあたっては、男女平等推進市民委員会の開
催など事務局として業務が増加すると思われる。

男女平等・男女共同参画社会推進に関する事業は他にない。

×

男女平等は人々の生活の基礎となる部分であり、日常においてそのような意識を常に持っていただけるよう計画を
推進するとともに、次期計画の策定においても男女共同参画社会の実現に対する課題をしっかりとらえ、推進して
いく体制を構築する必要がある。
セミナーについては、参加者増加のための方策を考え、より有効なものとしていく必要がある。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

男女共同参画社会基本法には市に計画策定の努力義務があり、本事業廃止した場合には、当計画の策定や
進行管理ができなくなる。
また、男女平等セミナー事業の廃止は、市民や職員の男女平等の意識が低下する。

○


